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弁護士法人美咲総合法律税務事務所では、法務・税務関連の

ニュースや弊事務所の近況などを、ニュースレターとして不定

期にお送りさせていただいております。 

さて、２６回目の今回は、深刻な事態となっている新型コロ

ナウイルスに関する労務問題や助成金についてお伝えいたし

ます。 

 

            

Q．新型コロナウイルスの予防や仕事がないからという

理由で労働者を休業させる場合、休業手当はどのよう

にすべきですか。 

A．予防や仕事がないという理由での休業は、「使用者の

責めに帰すべき事由による」休業と言えますので、使

用者は労働者に対して休業手当（平均賃金の１００分

の６０以上）を支払う必要があります。 

なお、使用者が新型コロナウイルスの影響により労

働者を休業させ、休業手当を支払った場合には、休業

手当の一部の助成を受けられる可能性があります（詳

細は同封した資料をご参照下さい）。 

 

Q．労働者が発熱などの風邪の症状がある場合、労働者

に有給取得を利用して休業を指示することに問題は

あるでしょうか。 

A．有給は労働者が自由に行使できるものですので、使

用者が一方的に指示できるものではありません。 

  熱が３７．５度以上あることなど一定の症状がある

ことのみをもって一律に労働者を休業させる場合の

ように、使用者の自主的な判断で休業させる場合は、

「使用者の責めに帰すべき事由による」休業に当たる

と考えられ、休業手当を支払う必要があります。 

  なお、発熱などの症状があるため、労働者が自主的

に休む場合は、通常の病欠と同様に取り扱い、病気休

暇制度を活用すること等が考えられます。 

 

Q．労働者が新型コロナウイルスに感染したため休業さ

せる場合、休業手当はどのようにすべきでしょうか。 

A．新型コロナウイルスに感染しており、都道府県知事

が行う就業制限により労働者が休業する場合は、「使

用者の責めに帰すべき事由による」休業に当たらない

と考えられますので、休業手当を支払う必要はありま

せん。 

   

 

なお、労働者が被用者保険（健康保険など）に加

入している場合には、要件を満たせば、各保険者か

ら傷病手当金が支給されます。 

 

Q．新型コロナウイルスの感染者と同じ職場の労働者

や、同居する家族が感染した労働者などの濃厚接触

者は、仕事を休ませる必要があるでしょうか。 

A．濃厚接触者であっても、全く症状がない場合には、

一般的には休業させずに職務を継続することが可能

であると考えられます。職務を継続することが可能

な労働者に対し、使用者の判断で休業させる場合に

は、「使用者の責めに帰すべき事由による」休業とさ

れ、休業手当を支払わなければならない可能性があ

ります。 

  もっとも、濃厚接触者である労働者が保健所等か

ら自宅待機の要請を受け休業させる場合には、「使用

者の責めに帰すべき事由による」休業には当たらな

いと考えられることから、休業手当を支払う必要は

ないと思われます。 

 

Q．学校の一斉休業に伴い、子供の面倒を見るために

労働者が自主的に休業した場合、賃金や休業手当を

支払う必要はあるのでしょうか。 

A．労働者が自主的に休業した場合には、賃金や休業

手当を支払う必要はありません。 

  なお、法律上の年次有給休暇とは別に、使用者が

労働者に有給を取得させた場合には、休暇中に支払

った賃金全額（１日の上限は８，３３０円）が使用

者に助成されます（詳細は同封した資料をご参照下

さい）。 

               

 

新型コロナウイルスに関する労務問題Q&A 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                   

編 

集 

後 

記 
新型コロナウイルスは、観光業や飲食業等のみならず、様々な業種に甚大な影響をもたら

しています。 

会社によっては、まだその影響が表面化していない場合もありますが、今回のニュースレ

ターで触れた労務問題等は、どの会社にも生じる可能性があります。 

いざ問題が生じた時に後手後手にならないように、生じうる問題を想定し、早めに対策を講

じておくことをお勧めします。（弁護士 江畑博之） 

 

 

お問い合わせ TEL：025-288-0170 FAX：025-288-0172 

〒950-0954  新潟市中央区美咲町１丁目８番１５号ＬＴＭセンター（リバーリオ美咲３階） 

URL：http://www.miyamoto-lawtax.com/ 営業時間：平日9:30～18:00 ※土日祝日応相談 

 

 

 

 

 

【内容】 

新型コロナウイルスに関する対応として臨時休業等

をした小学校等に通う子供等の世話を保護者として

行うことが必要になった労働者に対して、法律上の年

次有給休暇を除く有給休暇を取得させた使用者への

助成金制度 

【助成の内容】 

令和２年２月２７日～３月３１日までの間に有給休

暇（法律上の年次有給休暇を除く）を取得した対象労

働者に支払った賃金相当額１００％（ただし、１人１

日当たりの上限は８，３３０円） 

【申請期間】 

令和２年３月１８日～６月３０日まで 

 

※詳細は同封した資料をご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

【内容】 

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた

事業主（使用者）が、労働者に対して一時的に休業、

教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図っ

た場合に、休業手当や賃金等の一部を助成するもの 

【新型コロナウイルスに関する特例措置の対象となる

事業主】 

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 

（例．観光客の減少の影響を受ける観光関連産業、部

品の調達・供給などの停滞の影響を受ける製造業など） 

【制度の概要】 

・休業等を実施した場合に使用者が支払った休業手当

等の内、大企業は２分の１、中小企業は３分の２を助

成（ただし、１人１日あたりの上限は８，３３０円） 

・支給限度日数は１００日 

【特例措置の概要】 

・休業等の初日が令和２年１月２４日から７月２３日

まで 

・６ヶ月未満の労働者も助成対象 

・過去に雇用調整助成金を受給した事業主であっても、

要件を満たせば助成可 

・本来、休業等を実施する前に提出を要する休業等計

画届の事後提出可能（ただし、令和２年５月３１日ま

でに提出） 

 

※詳細は、同封した資料をご参照下さい。 

 

 

雇用調整助成金について 
小学校休業等対応助成金に

ついて 

http://www.miyamoto-lawtax.com/

